
平成２８年度 第２回久留米市環境審議会 

 

 

日時：平成２８年１０月４日（火） 

１４時００分～ 

場所：市役所本庁舎３０５会議室 

 

 

  １ 開 会 

 

  ２ 議 事 

     

（１）久留米市の平成 25（2013）年度温室効果ガス総排出量について 

 

（２）久留米市役所エコアクションプランの取り組みについて 

 

（３）久留米市環境基本計画に基づく行動計画の実績報告について 

 

（４）くるめ生きものプラン（仮称）案について 

 

（５）その他 

 

３ 閉 会 



久留米市の平成２５（２０１３）年度 温室効果ガス総排出量について 

 

１ 温室効果ガス総排出量について 

平成２５（２０１３）年度の温室効果ガス総排出量は２，５７５千ｔ-CO２（二酸化炭素換算）で、基準年

度【平成２（１９９０）年度】の総排出量（２，３９１千ｔ-CO２）と比較した場合、７．７％増加しています。

なお、前年度【平成２４（２０１２）年度】の総排出量（２，４０５千ｔ-CO２）と比較した場合、７．１％増加し

ました。 

久留米市の温室効果ガス総排出量の推移（久留米市調査） 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準年度の平成２（１９９０）年度比で７．７％増加、前年度比で７．１％増加 

 



２ 部門別の温室効果ガス総排出量について 

基準年度【平成２（１９９０）年度】と比較した部門別の変化を見ると、民生家庭部門が１１１．６％

と最も大きく増加した他、民生業務部門が８３．４％の増加となるなど民生部門の増加が大きくな

っています。 

また、産業部門については、３３．３％、運輸部門では１０．４％の減少となっています。 

 

久留米市の部門別温室効果ガス排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

久留米市における部門別温室効果ガス排出量の増減要因について 

産業部門  

 平成２５（２０１３）年度の産業部門の温室効果ガス排出量は７５１千ｔ-CO２で、基準年度比で３３．３％ 

（３７５千ｔ-CO２）減少しています。なお、前年度比では３．７％（２７千ｔ-CO２）増加しました。 

基準年度からの減少要因としては、産業部門の約８５％を占める製造業における製造品出荷額の減少と石炭、

石炭製品、電力等の使用量が減少したことなどが考えられます。また、前年度からの増加要因としては、電力の

排出係数が悪化したことと、製造品出荷額の増加などが考えられます。 

※産業部門については、製造業、建設業・鉱業、農林水産業から排出されるエネルギー起源ＣＯ2を基に、製造業は製
造品出荷額、建設業・鉱業は従業者数、農林水産業は農業産出額で按分して算出 

 

産業部門排出量の推移（排出量全体に占める割合：29.2％） 

 

久留米市の製造品出荷額（参考：久留米市統計）

 



 

運輸部門  

平成２５（２０１２）年度の運輸部門の温室効果ガス排出量は４５９千ｔ-CO２で、基準年度比で 

１０．４％（５３千ｔ-CO２）減少しています。なお、前年度比ではほぼ横ばいです。 

基準年度からの減少要因としては、自動車の保有台数が増加したものの、貨物自動車の台

数減少や、ハイブリッド車などの低燃費車や軽自動車の増加に伴う排出係数改善などが考え

られます。 

※運輸部門については、車種ごとの自動車保有台数により算出 

 

運輸部門排出量の推移（排出量全体に占める割合：17.8％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
久留米市の自動車台数の推移 

（参考：福岡県ＨＰ） 



 

民生業務部門  

平成２５（２０１３）年度の民生業務部門の温室効果ガス排出量は７５７千ｔ-CO２で、基準年度比で 

８３．４％（３４４千ｔ-CO２）増加しています。なお、前年度比では１１．８％（８０千ｔ-CO２）増加しました。 

基準年度からの増加要因としては、電力の排出係数の悪化と、事務所等の従業者数が増加していること

などが考えられます。また、事務所等の増加に伴う空調・照明設備の増加、オフィスにおけるパソコン機器

等の増加も原因として考えられます。なお、前年度からの増加要因は、電力の使用量が増加したことに加

え、電気の排出係数が悪化したことなどが考えられます。 

※民生業務部門については、事務所ビル・店舗・病院・公共施設などから排出されるエネルギー起源ＣＯ2 を基に、従
業者数で按分して算出 

 

民生業務部門排出量の推移（排出量全体に占める割合：29.4％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
久留米市の電力使用量及び電力排出係数の推移 

（参考：福岡県・九州電力） 



 

民生家庭部門  

平成２５（２０１３）年度の民生家庭部門の温室効果ガス排出量は５３０千ｔ-CO２で、基準年度

比で１１１．６％（２８０千ｔ-CO２）増加しています。なお、前年度比では１２．５％（５９千ｔ-CO２）増

加しました。 

基準年度からの増加要因としては、電力の排出係数の悪化と、世帯数の増加やさまざまな

新規家電製品等の普及による電力使用量の増加などが考えられます。また、前年度からの増

加要因としては、電力使用量が増加したことに加え、電力の排出係数が悪化したことなどが考

えられます。 

 

※民生家庭部門については、都市ガスは実績値、電気・灯油・LPガスは世帯数で按分して算出 

 

民生家庭部門排出量の推移（排出量全体に占める割合：20.6％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

久留米市の電力使用量・世帯数・電力の排出係数の推移 

（参考：福岡県統計・久留米市統計・九州電力） 

 



 

廃棄物分野 

平成２５（２０１３）年度の廃棄物分野の温室効果ガス排出量は４７千ｔ-CO２で、基準年度比で

１４．５％（６千ｔ-CO２）増加しています。なお、前年度比では３．３％（２千ｔ-CO２）増加しました。 

基準年度からの増加要因としては、一般廃棄物焼却処理量や生活・商業排水処理量の増

加などが考えられます。 

※廃棄物分野については、一般廃棄物の焼却量やし尿及び浄化槽汚泥発生量などにより算出 

 

廃棄物分野排出量の推移（排出量全体に占める割合：1.8％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
一般廃棄物焼却処理量 

（参考：環境省 HP） 

排水処理量の推移 

（参考：久留米市資料） 



 

 

農業分野 

 平成２５（２０１３）年度の農業分野の温室効果ガス排出量は３１千ｔ-CO２で、基準年度（１９９０

年度）比で３７．２％（１８千ｔ-CO２）減少しています。なお、前年度比では横ばいです。 

基準年度からの減少要因としては、水田における作付面積と家畜の飼育頭数の減少、農業

廃棄物の焼却に伴う排出量の減少などが考えられます。 

 

※農業分野については、家畜の飼育頭数、水田の作付面積・収穫量などにより算出 

 

農業分野排出量の推移（排出量全体に占める割合：1.2％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各排出源における排出量の推移（CO2換算） 

 



（参考資料） 

市域における１９９０年度（平成２）から２００７年度（平成１９）の温室効果ガス排出量を推

計します。推計する温室効果ガスの種類と排出量を集計する部門は以下のとおりです。 

【温室効果ガスの種類と推計内容】 

温室効果ガスの種類 排出源と推計内容 

二酸化炭素（CO2） 

燃料の燃焼（エネルギー消費）などから発生し、温室効

果ガス量のほとんどを占めます。本推計では、エネルギ

ー消費、一般廃棄物の焼却に伴い発生するものを対象

とします。 

メタン（CH4） 
本推計では、農業分野、廃棄物の焼却、排水処理に伴

い発生するものを対象とします。 

一酸化二窒素（N２O） 

廃棄物の焼却や施肥などにより排出されます。本推計で

は、一般廃棄物の焼却、排水処理、農業分野における

活動に伴い発生するものを対象とします。 

なお、京都議定書では、代替フロン等3ガス（ハイドロフルオロカーボン類（ＨＦＣｓ）パーフ

ルオロカーボン類（ＰＦＣｓ）、六フッ化硫黄（ＳＦ6））も対象となっていますが、本推計では、

把握が困難なため対象としていません。 

 

 

温室効果ガス排出量は、部門ごとに「活動量」（温室効果ガスを排出する活動の量、

エネルギー消費量や廃棄物の焼却量など）を推計し、「活動量」に「温室効果ガス排

出係数」を乗じて求めます。活動量を推計するための指標は以下のとおりです。 

【温室効果ガス排出量を推計する部門】 

部   門 対   象 

産業部門 
製造業・農林水産業・建設業・鉱業から排出されるエネルギー

起源 CO2 

民生家庭部門 戸建住宅・集合住宅から排出されるエネルギー起源 CO2 

民生業務部門 
事務所ビル・店舗・病院・宿泊施設・公共施設などから排出され

るエネルギー起源 CO2 

運輸部門 自動車から排出されるエネルギー起源 CO2 

廃棄物分野 
一般廃棄物及び生活排水の処理から排出されるエネルギー起

源 CO2以外の CO2・CH4・N2O 

農業分野 
水田の耕作、耕地の施肥、農業廃棄物の焼却、家畜の飼養、

家畜排せつ物から排出される CH4・N2O 

 



温室効果ガス排出量は、部門ごとに「活動量」（温室効果ガスを排出する活動の量、エネ

ルギー消費量や廃棄物の焼却量など）を推計し、「活動量」に「温室効果ガス排出係数」を

乗じて求めます。活動量を推計するための指標を以下に示します。 

 

温室効果ガス排出量 ＝ 活動量 × 温室効果ガス排出係数 

 

【活動量を推計するための指標（CO2排出量の推計）】 

項 目 活動量を推計するための指標 

産業部門 

製造業 業種別の製造品出荷額 

建設業・鉱業 業種別の従業者数 

農林水産業 農業産出額 

民生家庭部門 
都市ガスは実績値 

電気、灯油及びLP ガスは県の使用量を世帯数で按分 

民生業務部門 従業者数 

運輸部門 
自動車保有車両数、「市区町村別自動車交通CO2排

出テーブル」（環境省） 

廃棄物 

分野 

廃棄物の焼却に伴

い発生するCO2(二

酸化炭素) 

一般廃棄物焼却量中の合成繊維くず及び廃プラスチッ

ク量 

 

【活動量を推計するための指標（CO2以外の排出量の推計）】 

項 目 活動量を推計するための指標 

廃棄物分野 

廃棄物の焼却に伴い発生する

CH4(メタン)及びN２O(一酸化二窒

素) 

一般廃棄物焼却量 

排水処理に伴い発生するCH4(メ

タン)及びN２O(一酸化二窒素) 

し尿及び浄化槽汚泥発生量 

施設種ごと（浄化槽、汲み取り便槽）の

処理対象人員 

農業分野 

水田から排出されるCH4(メタン) 家畜飼育頭数、作付面積及び収穫量 

耕作における肥料の使用に伴い

発生するN２O(一酸化二窒素) 
家畜飼育頭数、作付面積及び収穫量 

 

 



　久留米市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）では、温室効果ガス削減目標達成に向けて本市が取り組む地球温

暖化対策に伴う事業を重点取組として掲げています。各事業の平成27年度の取組状況は以下のとおりです。

【基本方針１】再生可能エネルギーの利用促進

◆自然エネルギーの利用促進

重点取組事業名 重点取組内容 27年度実績 所管部局

太陽光発電システムの
普及

　再生可能エネルギーの利活用を促進するため、市民・事業者
は、最も実用化が進んでいる太陽光発電システムの導入に努めま
す。
　住宅用太陽光発電システムについて、市は国の補助制度に上
乗せ補助の支援を行い、平成２６年度までに市内戸建住宅の１
０％設置をめざします。

●H21～H26住宅用太陽光発電シス
テム補助の実施
H27～事業終了

環境部

公共施設への自然エネ
ルギー発電システムの
導入

　教育施設や公共施設に太陽光発電システムを積極的に導入し
ます。
　また、モニターでの発電量表示、発電の仕組みの説明など「見え
る化」を図り、再生可能エネルギーのＰＲ・啓発活動に努めます。

●教育施設、公共施設における太陽
光発電システム設置
・設置件数　3箇所（累計80箇所）
・総出力　819.18kw
・年間ＣＯ２削減量490ｔ－ＣＯ２

全部局

再生可能エネルギーを
利用した設備の更新・導
入

　市民・事業者は、間伐材や建設廃材などの木質チップを利用し
たボイラーや、太陽熱を利用した暖房や給湯など再生可能エネル
ギーを活用した設備への更新や新規導入を進めます。
　市は、農業（施設園芸）、製造業、サービス業などに対し、導入の
支援や普及啓発に努めます。

●田主丸地区山林の間伐材を「うきは
森林組合」がグリーン発電大分（大分
県日田市）へ搬入を開始。当該施設
にてチップ化、発電の実施

農政部

再生可能エネルギーの
導入に関する情報収
集・学習

　市は地域学級などの学習会やイベント、環境セミナー等の場に
おいて、市民・事業者へ様々な再生可能エネルギーについて情
報を提供します。また、環境関連事業者や高等教育機関は、行政
と連携し、それぞれの開発や研究の成果の発信・普及に努めま
す。
　市民・事業者は、学習会などのあらゆる機会を通して、再生可能
エネルギーについて情報収集や学習に努め、再生可能エネル
ギーの導入を進めます。

●環境学習会等での再生可能エネル
ギー情報の提供

環境部

再生可能エネルギーの
研究

　太陽光や太陽熱、風力、小水力などの様々な再生可能エネル
ギーの中で、地域の特性を活かした再生可能エネルギーについ
て、産学官で共同して開発研究を進め、実用化を進めます。市
は、公共施設へ試験的に導入したり、事業者間・異業種間などと
の連携強化を図ります。

●太陽光…屋根貸し事業の実施
●新エネルギーの取り組み
・下水熱…下水熱活用の研究の一環
として、上下水道部と協議し、国土交
通省の「下水熱アドバイザー派遣制
度」に応募し採択され、アドバイスを受
けて、研究・検討を行った。

環境部

◆未利用エネルギーの利用促進

重点取組事業名 重点取組内容 27年度実績 所管部局

廃棄物エネルギーの再
生利用

　事業者は、食品製造過程で発生する廃棄物などがもつエネル
ギーの再生利用に努めます。市は、廃棄物の中間処理（焼却等）
時の熱を資源化し、地域への還元など廃棄物エネルギーの利用
を進めます。

●上津クリーンセンターでの発電、温
水供給
・年間発電量　1,168万kwh
・年間ＣＯ２削減量　6,920ｔ－ＣＯ２

環境部

下水汚泥消化ガスによ
る発電

　これまで焼却処理されていた汚泥処理過程で生じる消化ガス
を、発電、温熱として有効利用します。中央・南部浄化センター
で、コジェネ消化ガス発電設備を導入し、年間３００万キロワットを
発電し、施設の年間電力使用量の約４０パーセントの電力を賄い
ます。

●中央浄化センターにコジェネ消化ガ
ス発電設備を導入(H24.3)
・年間発電量　380万kWh
・年間ＣＯ２削減量　2,272ｔ－ＣＯ２

上下水道部

平成２７年度 久留米市地球温暖化対策実行計画(区域施策編)重点事業の取組状況

1



【基本方針２】低炭素型まちづくりの推進

◆省エネ化の推進

重点取組事業名 重点取組内容 27年度実績 所管部局

防犯灯のＬＥＤ化助成 　市は、地域の低炭素化を進めるため、防犯灯のＬＥＤ化を推進し
ます。防犯灯の切り替えに加え、新しく設置した場合についても、
工事費用の支援を行います。また、平成32年度までに市内の全防
犯灯のＬＥＤ化をめざします。

●防犯灯総基数に対するＬＥＤの割合
50.1%
・設置状況　総設置数　18,580基
　　　　　　　　ＬＥＤ化数　 9,303基
・年間ＣＯ２削減量　258ｔ－ＣＯ２

協働推進部

住宅エコリフォーム支援 　市民は、窓の断熱改修などの住宅リフォームを行い、環境負荷
の少ないエコ住宅に改修し、節電などの省エネ対策に取り組みま
す。市は、住宅エコポイントなどの支援を行い、住宅性能の維持向
上、地球温暖化対策の推進や地域経済の活性化に努めます。

●住宅エコリフォームの補助件数　8件 都市建設部

住宅耐久性向上 　市は、既存市営住宅の改修事業において、遮熱性塗料や遮熱
仕様防水などの断熱性能向上による建物の空調負荷低減を図る
とともに、駐車場の緑化舗装による敷地内緑化を進め、地球温暖
化対策に取り組みます。

●遮熱仕様による屋上防水戸数（実
施割合）　累計 1,626戸（35.3%）

都市建設部

エコアクション２１認証取
得支援

　事業者は、エコアクション２１を認証取得し、積極的に環境に配
慮した事業活動に取り組み、環境負荷軽減や温室効果ガス排出
量の削減、経費節減に努めます。
　市は、地球温暖化防止対策の一環として、エコアクション２１地域
事務局である久留米商工会議所と連携して、認証取得コンサル
ティングの実施や認証登録費用の一部助成などの支援をします。

●エコアクション２１認証取得事業所
数
6事業所(累計68事業所)

環境部

省エネ機器等改修推進 　事業者は、照明設備のＬＥＤ化や空調設備の高効率化などトップ
ランナーの省エネ機器への改修を進め、節電などの省エネルギー
に取り組みます。
　市は、市内の中小企業者等が所有している既存建築物の省エ
ネ機器改修に要する経費の一部を支援し、オフィスや事業所など
における省エネルギー化を進めます。

●環境省の中核市グリーンニュー
ディール基金を活用したH22・H23の
2ヵ年事業であり、H24以降は、実施予
定なし。
H24～H27に実施した事業所グリーン
エコ推進事業にて省エネ改修を促進。
（参加事業所57社）

環境部

国内クレジット及びオフ
セット・クレジット（Ｊ－ＶＥ
Ｒ）制度の活用促進

　温室効果ガス削減に向けた取組による削減量を、国内クレジット
及びオフセット・クレジット（J－ＶＥＲ）制度により売買して、その資
金を環境保全活動に有効活用します。
　市は、これらのクレジット制度を支援し、二酸化炭素排出量を削
減するとともに、企業の取組の活性化を図ります。

●田主丸財産区　J-VER認証取得
(H24.2.28)　事業開始
  27年度販売実績　111ｔ

環境部
田主丸総合
支所

◆交通環境の整備

重点取組事業名 重点取組内容 27年度実績 所管部局

エコカーの普及促進 　市民・事業者は、電気自動車やハイブリッド車、低燃費車などの
エコカーに積極的に乗り替え、省エネルギーに努めます。
　市は、市民・事業者に対して、エコカーを新車購入する際の軽自
動車税を減免し、エコカーへの乗り替えを促進します。
　また、公用車として電気自動車やハイブリッド車、低燃費車など
のエコカーを率先して導入に努めます。

●公用車総数307台
（内訳）財産管理課所管79台・各部局
所管　228台
次世代自動車導入数　23台
（内訳）ハイブリッド車 10台・天然ガス
車12台・電気自動車1台
（参考）軽エコカー税減免（24～26年
度に実施）
24年度：530台　25年度：2,025台
26年度：5,268台

総務部
市民文化部

エコ移動の推進（公共交
通機関・自転車・徒歩な
ど）

　市民・事業者は、自転車・徒歩等による移動や公共交通機関の
利用を進め、自動車の利用を抑制します。自動車を運転する際に
は、ふんわりアクセルなどのエコドライブを実践します。
　市は、エコドライブ教室を開催したり、バス停、バスカットの整備
によりバス利用者が安心して利用できるなどの環境をつくります。

●市主催による、エコドライブ教室1回
実施（1月25日大雪のため中止）
●くるめエコ・パートナーに登録した市
民会員の希望者へ啓発用マグネットを
配布（1,252枚配布）

環境部

自転車に乗りやすいまち
づくり

　自転車が走行しやすい空間や駐輪場の整備を行い、憩いやうる
おいの場として歩道にはパーゴラを設けるなど、自転車とみどりの
似合うまちづくりを進めます。

●けやき通り自転車走行空間整備
 　（路線延長430ｍ、幅員2.0ｍ（両
側））
●三本松通り自転車走行空間整備
 　（路線延長300ｍ、幅員2.0ｍ（両
側））

都市建設部
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環状道路整備事業 　都市部へ集中する自動車交通の分散による交通渋滞の緩和の
ため、国道や主要幹線道路、それらを結ぶ外環状や中環状道路
を整備し、交通渋滞による二酸化炭素排出量の削減を図ります。

●内環状道路、中環状道路の整備に
向けた用地取得
（内環状道路）A=180ｍ2
（中環状道路）A=70m2
●道路整備
（内環状道路）L=85m
●整備率
（内環状道路）60.8%
（中環状道路）：84.0%

都市建設部

◆緑化の推進

重点取組事業名 重点取組内容 27年度実績 所管部局

屋上等緑化整備助成事
業

　市民・事業者は、自宅や事業所の屋上・壁面緑化や駐車場緑化
に取り組み、都心部での緑化活動の輪を拡げて、ヒートアイランド
現象の緩和に協力します。
　市は、都心部のヒートアイランド現象の緩和や地球温暖化対策を
図るため、都市の緑化や景観づくりに取り組みます。また、市街化
区域における市民や事業所による屋上・壁面・駐車場の緑化対策
に対する支援を行います。

●H26年度：事業終了
（参考）駐車場緑化補助件数　1件(累
計8件)
H25年度：駐車場緑化補助制度のみ
実施

環境部

緑のカーテン設置事業 　市民・事業者は、アサガオやゴーヤなどつる性植物で覆う緑の
カーテンを設置することで、エアコンなどの使用を抑制し、節電な
どの省エネルギー対策に取り組みます。
　市は、緑のカーテンを推進するため、市民モニター募集や学校
等の窓際での緑のカーテンの設置に取り組みます。
　また、市民モニターや児童・生徒の体験談や意見を公表し、緑の
カーテンの普及に努めます。

●公共施設における緑のカーテン設置
数　84箇所

環境部

生け垣設置奨励制度 　市民・事業者は、住宅や事業所の敷地内に生け垣を設置し、緑
あふれるまちづくりに努めます。
　市は、みどり豊かな快適なまちづくりの一環として、住宅や事業
所の生け垣設置を奨励するため、生け垣を設置した方に対し奨励
金を交付します。

●生け垣設置件数　24件(累計2,009
件)

都市建設部

花とみどりの景観整備事
業

　中心市街地およびその周辺の幹線道路の植栽帯や隣接する公
共施設や緑地帯等に、沿線の市民や事業者、植栽ボランティア、
行政が協働して、四季折々の花々を植栽し、水遣りや除草などの
管理をすることにより、花と緑があふれる都市景観の形成を図り、
都市の魅力を向上させます。

●くるめ花街道サポーター
　登録者数：１５団体、５９人
（累計：110団体：712人）

都市建設部

◆森林・農地の保全

重点取組事業名 重点取組内容 27年度実績 所管部局

荒廃森林再生事業 　市は、15年間以上整備されていない個人や法人が所有する人
工林について、福岡県森林環境税を財源として、森林の持つ二酸
化炭素の吸収源や水源のかん養などの公益的機能を回復するた
め、間伐等の整備を行い、森林の再生をめざします。

●整備面積　累計402.97ha
・年間ＣＯ２削減量　2,418ｔ－ＣＯ２

農政部

農地・水・環境保全向上
対策

　農業者・非農業者が一体となり、行政の支援を受け地域ぐるみで
農地周辺の水路の草刈り、泥上げ、農道の砂利舗装等の共同活
動を行うことにより、農地や農村の豊かな自然環境、景観を保全管
理します。
　また、地域で化学肥料や化学合成農薬の低減を行い、環境にや
さしい農業に取り組みます。

多面的機能支払交付金事業として実
施
●農用地面積に占める実施割合
69％

農政部
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【基本方針３】３Ｒの推進による循環型社会づくり

◆ごみの発生抑制の推進

重点取組事業名 重点取組内容 27年度実績 所管部局

生ごみ自家処理の推進 　市民は生ごみの減量・堆肥化のため、市の補助制度等を活用
し、家庭内で生ごみ処理に努めていきます。また、地域等での生
ごみ堆肥化を実践・指導していきます。
　市は、生ごみ処理容器購入に対する補助や学習会の開催によ
り、家庭での生ごみ処理を推進するとともに、生ごみ処理容器モニ
ター事業等の施策を実施して、家庭の実情に合わせて選択できる
ような生ごみ処理メニューの充実を図ります。
　事業者は、自主的に業務用生ごみ処理機等を設置して生ごみ
減量に努め、食品リサイクルの循環システム構築に努めます。

●生ごみ処理容器等423台（電動式
31台、処理容器392台）
剪定枝粉砕機（63台）
乾燥生ごみ活用モデル事業（持参者
74人、362.71㎏回収）

環境部

生ごみリサイクルアドバイ
ザー派遣事業

　保育園や学校等において「生ごみの堆肥化→野菜作り→収穫→
調理」という食の循環への取組を進め、市は指導するためのアドバ
イザーを派遣します。この体験を通して、子どもたちは、生ごみの
減量・リサイクルの意識と、物（食べ物）を大切にする心（食育）を学
びます。

●生ごみリサイクルに取り組む保育園・
学校等の数　97施設
●アドバイザー派遣
　　参加者数 2,395人（23施設延べ
37回派遣）
●食育講演会（ 2ヶ所）
　　参加者数 150人

環境部

地域生ごみリサイクル
リーダーの養成

　様々な手法で生ごみリサイクルを実践している市民や地域団体
に対し、市は研修会や情報交流の機会をつくりながら、地域で生
ごみリサイクルを指導するリーダーを養成します。また、市の施策
の中で、積極的に活動する場を提供します。

●リーダー育成研修の開催
開催回数1回
参加者数52人
内、生ごみリサイクル講習会参加者25
人が参加
● 安武校区「安武百祥会」の農園（養
春園）での実施

環境部

３Ｒ推進事業 　市は毎月開催している「リサイクル宝の市」にあわせて、フリー
マーケット、リサイクル教室等の３Ｒ推進イベントを定期的に開催
し、リデュース（発生抑制）・リユース（再使用）・リサイクル（再資源
化）の普及・啓発に努めます。市民・事業者は、イベント等に積極
的に参加し、楽しみながら３Ｒを家庭や事業所において実践しま
す。

●３Ｒ推進イベント参加者数　5,725人 環境部

◆分別の徹底・リサイクルの推進

重点取組事業名 重点取組内容 27年度実績 所管部局

資源回収活動の推進 　子ども会、自治会、ＰＴＡ等が地域で行う資源物回収活動に対
し、市は補助制度や優良団体の表彰等の支援を行い、ごみ減量・
リサイクル活動を促進します。
　市民や地域団体は、活動に参加・協力をして、ごみ減量の大切
さを学ぶとともに、地域コミュニティの活性化に努めます。

●資源回収活動団体数　304団体 環境部

レアメタルモデル回収事
業

　小型家電に含まれる希少金属（レアメタル）のリサイクルを進める
ため、国の回収モデル事業に参加し、効果的な回収・リサイクルシ
ステム制度確立に向けた検証を進めます。

●小型家電回収量　143t 環境部

廃食用油リサイクル事業 　市民は、廃食用油を石鹸、家畜の飼肥料、ボイラー燃料等として
有効利用を図るため、各校区で廃食用油を自主的に回収します。
　市はその一部を軽油の代替燃料として精製しごみ収集車の燃料
として活用することにより、市民に目に見える形でのリサイクルとし
て啓発を図ります。

●廃食用油燃料化量　14,186L
・年間ＣＯ２削減量36ｔ－ＣＯ２

環境部

剪定枝リサイクル事業 　ごみの減量と貴重な資源である剪定枝のリサイクルを進めるとと
もに、畜産糞尿の適正処理と土づくりの推進による農産物の安定
生産と品質向上といった「資源循環型農業の確立」に寄与していく
ため、剪定枝チップの酪農業者への供給→堆肥化→農産物の循
環を推進します。

●剪定枝リサイクル量　250ｔ
・年間ＣＯ２削減量　4ｔ－ＣＯ２

環境部
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【基本方針４】市民・事業者・行政の協働の推進

◆環境教育（学習）の推進

重点取組事業名 重点取組内容 27年度実績 所管部局

環境学習会・環境教育
の充実

　市は出前講座、環境学習会などを開催し、環境に対する市民・
事業者の理解を深めていきます。また、市民・事業所の自主的取
組として、地域コミュニティセンターや職場内において、市民・事業
者自らが環境を学習メニューに入れ、定期的に学習の機会をつく
ります。市は講師の派遣・紹介を行い支援していきます。
　さらに、緑のカーテンや生ごみ処理容器モニター事業等、様々
な事業に参加した市民の中からアドバイザーを養成し、地域リー
ダーとして市民参画型の環境配慮活動を進めていきます。

●学生・子ども・大人向け学習会等の
実施
●サンデーリサイクルにおける生ごみや
雑草、落ち葉の堆肥化講習会等の実
施

環境部

高等教育機関との連携
による学習会等の実施
（くるめ環境カレッジ）

　市民一人ひとりが環境についての理解を深め、主体的かつ積極
的に環境に配慮した取組を進めることを目的に、官学協働による
環境カレッジを開設します。また、修了生については、自主的な学
習の継続と相互の学習を深め、地域や企業内における環境にや
さしい率先行動の実践とリーダーとしての活動を期待します。

●くるめ環境カレッジ　受講者数　延べ
72人

環境部

◆環境啓発（行動）の推進

重点取組事業名 重点取組内容 27年度実績 所管部局

環境情報の収集と提供 　市の広報くるめ、リサイクルニュース、ホームページ等や、民間情
報誌などを活用して、環境問題のシリーズ化、市の施策や地域・事
業所での環境取組やその成果の紹介など、市民・事業者にとって
魅力的な情報を掲載し、知らせる努力をします。また、環境情報を
定期的・継続的に発信し、環境意識の醸成に努めていきます。

●環境問題特集号（エコくる通信）、リ
サイクルニュースの作成、全戸配布
●緑のカーテンハンドブックの作成（希
望者配布）

環境部

エコビジネスセミナー 　事業者と市が連携し、エコビジネスセミナーを実施し、企業間の
情報交流や各企業が開発した環境に配慮した製品の情報提供を
行い、環境ビジネスの普及と地域の省エネ化を図ります。
　また、環境ビジネス企業連携の仕組み「（仮称）グリーンエコ倶楽
部」の形成に努め地域経済の活性化につなげます。

●フェア目的にセミナーの目的を統合
25年度は、セミナー出展企業の一部
がフェアに出展
26年度より、公募による出展者募集を
実施。27年度1社出展。

環境部

環境関連イベントの実施 【環境フェア】市民・事業者参加型の環境フェアを開催し、地球温
暖化対策やごみ減量・リサイクルへの関心を高め、環境にやさしい
暮らしについて啓発を行います。また、企業、大学、行政が連携し
て、さまざまな環境関連情報の提供を行います。
【サンデーリサイクル】リサイクル宝の市にあわせ、フリーマーケット
やリサイクル教室など３Ｒ推進イベントを定期的に開催し、ごみ減
量やエコ活動に対する意識を高めます。

●くるめ環境フェア来場者数　19,000
人
●３Ｒ推進イベント参加者数　5,725人

環境部

くるめエコ･パートナー事
業

　地球温暖化を防止するためには、市民一人ひとりが省エネ・省資
源、ごみ減量・リサイクルなど日々のエコ活動が最も重要かつ効果
的です。
　久留米市独自の制度である「くるめエコ・パートナー」の市民会員
も現在約8,900人の登録があり、平成24年度までに1万人の登録を
目標としつつ、分野ごとの環境リーダーや・行政のパートナーとし
ての活動に発展するよう制度の充実・拡大を図っていきます。

●くるめエコ･パートナー登録者数　市
民会員：2,171人　事業所会員：104
社
エネルギー利用効率化を重点的に促
進していくための仕組みとして、27年
10月1日、制度をリニューアルした。

環境部

環境共生都市づくり協
定

　省エネルギー・省資源や廃棄物削減、緑化の推進について、事
業者と市が協定を結び、環境にやさしい取組をそれぞれの事業者
に合った内容で実践し、地球温暖化防止を進めます。
　現在77事業所と協定を締結しており、今後平成26年度までに110
事業所との協定締結を目標に取組を進めます。

●締結事業所数　10事業所(累計
133事業所）

環境部
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